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平成17年12月期 個別中間財務諸表の概要 平成17年 8 月 22 日

 

 
1. 17年6月中間期の業績(平成17年1月1日～平成17年6月30日) 

(1) 経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

17年6月中間期 

16年6月中間期 

百万円

66,671

65,317

％ 

2.1 

△3.6 

百万円

1,608

2,609

％

△38.4

△30.6

百万円

2,042

2,939

％ 

△30.5 

△26.8 

16年12月期 135,920  4,925 5,218  

 

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

 

17年6月中間期 

16年6月中間期 

百万円

1,077

1,975

％ 

△45.5 

57.5 

円 銭

22 00

39 42

16年12月期 3,263  64 45

(注) ① 期中平均株式数 17年6月中間期  48,966,496株  16年6月中間期  50,125,368株  16年12月期  50,036,333株 

② 会計処理の方法の変更 有 

 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

  
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

17年6月中間期 

16年6月中間期 

円 銭 

14 00 

14 00 

円 銭 

― 

― 

16年12月期 ― 28 00 

 

(3) 財政状態 

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

17年6月中間期 

16年6月中間期 

 

125,502 

127,303 

百万円 

 

 

81,759

82,381

百万円

65.1

64.7

％ 

 

 

 

 

 

円  銭

1,669 73

1,643 54

16年12月期 127,064  81,172 63.9   1,656 88

(注) ① 期末発行済株式数 17年6月中間期  48,965,471株  16年6月中間期  50,124,224株  16年12月期  48,967,674株 

② 期末自己株式数  17年6月中間期   1,832,180株  16年6月中間期     673,427株  16年12月期   1,829,977株 

   

 

2. 17年12月期の業績予想(平成17年1月1日～平成17年12月31日) 

１株当たり年間配当金
  売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

期  末  

通      期 
 

137,000 

百万円 

 4,500

百万円

2,200

百万円 

 

円 銭 

14 00 

円 銭

28 00

(参考) ① １株当たり予想当期純利益(通期) 44円 93銭 

※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ

て予想数値と異なる場合があります。 

 上記業績予想に関連する事項につきましては、添付資料の６ページを参照してください。 

上場会社名 株式会社ノーリツ 上場取引所 東・大  

コード番号 5943 本社所在都道府県 兵庫県  

(URL http://www.noritz.co.jp/) TEL（078）391-3361  

代  表  者 役職名 

問合せ先責任者 役職名 

代表取締役社長 

常務取締役管理本部長 

神﨑 茂治  

加部 利明  
 

中間決算取締役会開催日 平成17年 8 月 22 日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成17年 9 月 22 日 単元株制度採用の有無 有(１単元100株) 



―２５― 

 

個別中間財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 

 
(単位：百万円、端数切捨て) 

前中間会計期間末 

 平成16年 6月30日 

当中間会計期間末 

平成17年 6月30日 
増減金額 

前事業年度の要約貸借対照表

平成16年12月31日 

       期  別  

 

 科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 (△減少) 金  額 構成比 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

（資 産 の 部）    

    

流 動 資 産 78,438 61.6 65,484 52.2 △12,954 69,508 54.7

    

   現 金 及 び 預 金 20,493 12,175 △8,318 10,760 

   受 取 手 形 16,141 16,290 149 19,834 

   売 掛 金 20,188 21,555 1,367 23,435 

   有 価 証 券 8,064 2,476 △5,588 777 

   た な 卸 資 産 2,436 2,714 278 3,199 

   関係会社預け金 6,560 6,268 △292 6,462 

   短 期 貸 付 金 1,131 917 △214 1,374 

   繰 延 税 金 資 産 512 577 65 473 

   そ の 他 2,982 2,802 △180 3,527 

   貸 倒 引 当 金 △71 △294 △223 △335 

    

固 定 資 産 48,864 38.4 60,018 47.8 11,154 57,556 45.3

    

 有 形 固 定 資 産 23,433 18.4 22,852 18.2 △581 22,761 17.9

   建 物 8,440 8,163 △277 8,280 

   構 築 物 310 283 △27 290 

   機 械 装 置 1,422 1,294 △128 1,328 

   車 両 運 搬 具 56 50 △6 51 

   工 具 器 具 備 品 3,952 3,834 △118 3,796 

   土 地 8,764 8,745 △19 8,764 

   建 設 仮 勘 定 486 481 △5 248 

    

 無 形 固 定 資 産 2,393 1.9 2,247 1.8 △146 2,331 1.8

    

 投資その他の資産 23,037 18.1 34,917 27.8 11,880 32,463 25.6

   投 資 有 価 証 券 8,502 19,955 11,453 17,252 

   関 係 会 社 株 式 5,412 5,574 162 5,418 

   関係会社出資金 1,517 2,220 703 1,971 

   長 期 貸 付 金 978 453 △525 364 

   敷 金 保 証 金 2,731 2,506 △225 2,714 

   長 期 前 払 費 用 56 57 1 55 

   繰 延 税 金 資 産 3,919 3,167 △752 3,667 

   そ の 他 813 1,752 939 1,810 

   貸 倒 引 当 金 △894 △769 125 △790 

資 産 合 計 127,303 100.0 125,502 100.0 △1,801 127,064 100.0

 



―２６― 

 

 

(単位：百万円、端数切捨て) 

前中間会計期間末 

平成16年 6月30日 

当中間会計期間末 

平成17年 6月30日 
増減金額 

前事業年度の要約貸借対照表

平成16年12月31日 

       期  別  

 

 科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 (△減少) 金  額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

(負 債 の 部)    

    

流 動 負 債 30,207 23.7 30,981 24.7 774 32,128 25.3

    

  支 払 手 形 4,455 3,829 △626 4,307 

  買 掛 金 16,651 17,910 1,259 20,494 

  未 払 金 6,140 6,218 78 4,346 

  未 払 法 人 税 等 555 725 170 151 

  未 払 消 費 税 等 283 140 △143 129 

  賞 与 引 当 金 619 581 △38 448 

  製 品 保 証 引 当 金 263 266 3 265 

  設備関係支払手形 232 226 △6 125 

  そ の 他 1,005 1,081 75 1,857 

    

固 定 負 債 14,714 11.6 12,761 10.2 △1,953 13,763 10.8

    

  長 期 未 払 金 1,112 728 △384 ― 

  退 職 給 付 引 当 金 9,731 8,518 △1,213 9,100 

 役員退職慰労引当金 703 370 △333 771 

  預 り 営 業 保 証 金 3,067 3,046 △21 3,049 

  そ の 他 98 97 △1 840 

    

負 債 合 計 44,921 35.3 43,743 34.9 △1,178 45,892 36.1

    

(資 本 の 部)    

    

資 本 金 20,167 15.8 20,167 16.1 ― 20,167 15.9

資 本 剰 余 金 22,956 18.0 22,956 18.3 ― 22,956 18.1

資 本 準 備 金 22,956 22,956 ― 22,956 

利 益 剰 余 金 39,432 31.0 40,370 32.1 938 40,018 31.5

利 益 準 備 金 1,294 1,294 ― 1,294 

任 意 積 立 金 30,924 32,924 2,000 30,924 

中間(当期)未処分利益 7,212 6,151 △1,061 7,799 

その他有価証券評価差額金 762 0.6 1,126 0.9 364 888 0.7

自 己 株 式 △937 △0.7 △2,863 △2.3 △1,926 △2,859 △2.3

資 本 合 計 82,381 64.7 81,759 65.1 △622 81,172 63.9

負 債及び資本合計 127,303 100.0 125,502 100.0 △1,801 127,064 100.0

 



―２７― 

(2) 中間損益計算書 

 
(単位：百万円、端数切捨て) 

前中間会計期間 

自 平成16年 1月 1日 

至 平成16年 6月30日 

当中間会計期間 

自 平成 17 年 1 月  1 日

至 平成 17 年 6 月 30 日

増  減 

 

(△減少) 

前事業年度の要約損益計算書

自 平成16年 1月  1日 

至 平成16年12月31日 

    期  別 

 

 

 科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 増減率 金  額 百分比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

    

売 上 高 65,317 100.0 66,671 100.0 1,354 2.1 135,920 100.0

売 上 原 価 46,450 71.1 47,964 71.9 1,514 3.3 97,230 71.5

    売 上 総 利 益 18,866 28.9 18,706 28.1 △160 △0.8 38,690 28.5

販売費及び一般管理費 16,256 24.9 17,098 25.6 842 5.2 33,765 24.9

    営 業 利 益 2,609 4.0 1,608 2.4 △1,001 △38.4 4,925 3.6

    

営 業 外 収 益 541 0.8 628 0.9 87 16.1 930 0.7

  受 取 利 息 11  21 10  33

  受 取 配 当 金 75  110 35  118

  そ の 他 454  497 43  778

    

営 業 外 費 用 212 0.3 193 0.3 △19 △9.0 636 0.5

  支 払 利 息 15  21 6  32

  そ の 他 197  172 △25  604

    経 常 利 益 2,939 4.5 2,042 3.1 △897 △30.5 5,218 3.8

    

特 別 利 益 612 0.9 ― ― △612 ― 789 0.6

  企業年金制度移行益 612  ─ △612  612

  貸倒引当金戻入額 ―  ― ―  177

    

特 別 損 失 34 0.0 87 0.1 53 155.9 250 0.2

  固 定 資 産 処 分 損 34  65 31  214

  投資有価証券評価損 ―  ─ ―  16

  ゴルフ会員権評価損 ―  1 1  19

  減 損 損 失  ―  19 19  ―

税引前中間(当期)純利益 3,516 5.4 1,955 2.9 △1,561 △44.4 5,757 4.2

法人税、住民税及び事業税 569 0.9 646 1.0 77 13.5 1,317 1.0

法 人 税 等 調 整 額 971 1.5 232 0.3 △739 △76.1 1,176 0.8

中間 (当期)純利益 1,975 3.0 1,077 1.6 △898 △45.5 3,263 2.4

前 期 繰 越 利 益 5,236  5,074 △162  5,236

中 間 配 当 額 ―  ─ ─  701

中間(当期)未処分利益  7,212  6,151 △1,061  7,799



―２８― 

（中間財務諸表作成の基本となる事項） 

 
 

 

 

前中間会計期間 

自 平成16年 1月 1日

至 平成16年 6月30日

 

 

 

 

 

 

当中間会計期間 

自 平成 17 年 1 月 1 日

至 平成 17 年 6 月 30 日

 

 

 

 

 

 

前事業年度 

自 平成16年 1月 1日

至 平成16年12月31日

 

 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

   

（１）有価証券 （１）有価証券 （１）有価証券 

 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

 子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

 子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

 満期保有目的の債券 

    ― 

 満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法） 

 満期保有目的の債券 

同  左 

 その他の有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 その他の有価証券 

 時価のあるもの 

同  左 

 

 

 

時価のないもの 

同  左 

 その他の有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均

法により算定） 

 時価のないもの 

同  左 

（２）たな卸資産 （２）たな卸資産 （２）たな卸資産 

 製品・仕掛品・原材料 

  総平均法による原価法 

 商品・貯蔵品 

  移動平均法による原価法 

  （会計処理の変更） 

  原材料の評価基準及び評価方法は、従

来、移動平均法による原価法によって

おりましたが、原価計算制度の見直し

に伴い当中間会計期間より総平均法

による原価法に変更しております。 

  なお、この変更による影響額は軽微で

あります。 

 製品・仕掛品・原材料 

  総平均法による原価法 

 商品・貯蔵品 

  移動平均法による原価法 

 製品・仕掛品・原材料 

  総平均法による原価法 

 商品・貯蔵品 

  移動平均法による原価法 

  （会計処理の変更） 

  原材料の評価基準及び評価方法は、従

来、移動平均法による原価法によって

おりましたが、原価計算制度の見直し

に伴い当事業年度より総平均法によ

る原価法に変更しております。 

  なお、この変更による影響額は軽微で

あります。 

２．固定資産の減価償却方法 ２．固定資産の減価償却方法 ２．固定資産の減価償却方法 

   

（１）有形固定資産 （１）有形固定資産 （１）有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成 10 年４月１日以降の新

規取得の建物（建物附属設備を除く）

については定額法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

   建物      ５年～50年 

   機械及び装置  ４年～15年 

   工具器具備品  ２年～20年 

同  左 同  左 

（２）無形固定資産 （２）無形固定資産 （２）無形固定資産 

  定額法 

  なお、ソフトウエア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用可能

期間（５年）に基づいております。 

同  左 同  左 

 



―２９― 

 

 

 

 

前中間会計期間 

自 平成 16 年 1 月 1 日

至 平成 16 年 6 月 30 日

 

 

 

 

 

 

当中間会計期間 

自 平成 17 年 1 月 1 日

至 平成 17 年 6 月 30 日

 

 

 

 

 

 

前事業年度 

自 平成 16 年 1 月 1 日

至 平成16 年12 月 31 日

 

 

 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

   

（１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については過去の貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

同  左 同  左 

（２）賞与引当金 （２）賞与引当金 （２）賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、支給

見込額の期間対応相当額を計上して

おります。 

 

同  左 同  左 

（３）製品保証引当金 （３）製品保証引当金 （３）製品保証引当金 

  製品販売後のアフターサービス費用

に備えるため、売上高を基準として過

去３年間の実績負担率により算定し

た額を基礎に計上しております。 

 

同  左 同  左 

（４）退職給付引当金 （４）退職給付引当金 （４）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により、

翌期から費用処理しております。 

   過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定年数（３年）による定額法により

按分した額を費用処理しております。 

  （追加情報） 

  当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成 16 年４月に退職一時金制度

の一部について確定拠出年金制度へ

移行し、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しております。本

移行に伴い、特別利益として612百万

円計上しております。 

 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により、

翌期から費用処理しております。 

   過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定年数（３年）による定額法により

按分した額を費用処理しております。

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、計上し

ております。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（３年）による定額法によ

り按分した額を費用処理しておりま

す。 

  （追加情報） 

  当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成 16 年４月に退職一時金制度

の一部について確定拠出年金制度へ

移行し、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しております。本

移行に伴い、特別利益として612百万

円計上しております 

（５）役員退職慰労引当金 （５）役員退職慰労引当金 （５）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

 

同  左   役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

 

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 

同  左 同  左 

５．消費税等の会計処理 ５．消費税等の会計処理 ５．消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 同  左 同  左 
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（会計処理の変更） 
 

 

 

前中間会計期間 

自 平成 16 年 1 月 1 日

至 平成 16 年 6 月 30 日

 

 

 

 

 

 

当中間会計期間 

自 平成 17 年 1 月 1 日

至 平成 17 年 6 月 30 日

 

 

 

前事業年度 

自 平成16年 1月 1日

至 平成16年12月31日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成 14 年 8

月9日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）が平成 16 年３月 31 日以降に終

了する事業年度に係る財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当中間会計

期間から同会計基準及び同適用指針を適用

しております。これにより税引前中間純利

益が19百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき当該各資

産の金額から直接控除しております。 

 

（表示方法の変更） 
 

 

 

前中間会計期間 

自 平成 16 年 1 月 1 日 

至 平成 16 年 6 月 30 日 

 

 

 

 

 

 

当中間会計期間 

自 平成 17 年 1 月 1 日 

至 平成 17 年 6 月 30 日 

 

 

 

 前中間会計期間まで、短期貸付金には、当社グループ各社の資金

管理を一元化するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）

導入による短期貸付金を含めて表示しておりましたが、資金援助的

な短期貸付金とは内容が異なること及び金額的にも多大なため、当

中間会計期間より「関係会社預け金」として区分掲記しております。

 なお、前中間会計期間の「関係会社預け金」の金額は 13,787 百

万円であります。 

 

  「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97号）

が平成16年6月9日に公布され、平成16年12月1日より適用と

なること及び「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度委員会

報告第14号）が平成17年2月15日付で改正されたことに伴い、

前事業年度末まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示して

おりました投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）を当

中間会計期間から投資有価証券として表示する方法に変更いたし

ました。 

 なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含まれる当該出資の

額は15百万円であります。 
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（追加情報） 
 

 

 

前中間会計期間 

自 平成 16 年 1 月 1 日

至 平成 16 年 6 月 30 日

 

 

 

 

 

 

当中間会計期間 

自 平成 17 年 1 月 1 日

至 平成 17 年 6 月 30 日

 

 

 

 

 

 

前事業年度 

自 平成16年 1月 1日

至 平成16年12月31日

 

 

 

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日

に公布され、平成16年４月１日以降に開始

する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が99百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益がそれぞれ同額減少しており

ます。 

 

 

（貸借対照表関係） 
 

 

前中間会計期間末 

平成16年 6月30日 

 

 

 

 

当中間会計期間末 

平成17年 6月30日

 

 

 

 

前事業年度末 

平成16年12月31日

 

 

1 有形固定資産の減価償却累計額 1 有形固定資産の減価償却累計額 1 有形固定資産の減価償却累計額 

                      38,385 百万円                       40,644 百万円                       39,562 百万円 

2 手形割引高及び裏書譲渡高 2 手形割引高及び裏書譲渡高 2 手形割引高及び裏書譲渡高 

   受取手形割引高      ― 百万円    受取手形割引高      ― 百万円    受取手形割引高      ― 百万円 

   （                ― 百万円）    （                ― 百万円）    （                ― 百万円） 

   受取手形裏書譲渡高  17 百万円    受取手形裏書譲渡高  ― 百万円    受取手形裏書譲渡高   5 百万円 

3 保証債務 3 保証債務 3 保証債務 

1,013百万円   946百万円 926百万円 

4 担保に供している資産 有形固定資産 4 担保に供している資産 有形固定資産 4 担保に供している資産 有形固定資産 

2,821百万円  2,795百万円 2,778百万円 

5 自己株式の数 5 自己株式の数 5 自己株式の数 

673,427株  1,832,180株 1,829,977株 
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（損益計算書関係） 

 

前中間会計期間 

自 平成 16 年 1 月 1 日

至 平成 16 年 6 月 30 日

  

当中間会計期間 

自 平成 17 年 1 月 1 日

至 平成 17 年 6 月 30 日

  

前事業年度 

自 平成 16 年 1 月 1 日

至 平成16 年 12 月 31 日

 

 １．減損損失  

  

  

 

当中間会計期間において、当社は

以下の資産について減損損失を計上

しております。  

  用途 種類 場所 金額 

(百万円)
 

  遊休資産 

(当社2物件)
土地
静岡県及び

大分県 19  

 当社は、他の資産又は資産グルー

プのキャッシュ・フローから概ね独立

したキャッシュ・フローを生み出す最

小の単位に拠って資産をグループ化

して減損の検討を行っております。そ

の結果、遊休資産については近年の地

価下落のため、当該資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額

19百万円（土地）を減損損失として特
別損失に計上しております。 
なお、当該資産の回収可能価額に

ついては、正味売却価額により測定し

ており、その評価額は重要性が乏しい

ため、土地の固定資産税評価額に基づ

き算定しております。 
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（リース取引に関する事項） 
 

 

 

前中間会計期間 

自 平成 16 年 1 月 1 日

至 平成 16 年 6 月 30 日

 

 

 

 

 

 

当中間会計期間 

自 平成 17 年 1 月 1 日

至 平成17年6月30日

 

 

 

 

 

 

前事業年度 

自 平成 16 年 1 月 1 日

至 平成16年12月31日

 

 

 

1. リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

1. リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

1. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 取得価額

相当額

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

中間期末残

高相当額 

(百万円) 

  取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

中間期末残

高相当額

(百万円)

 取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高相

当額 

(百万円)

 

工具器具備品 733 548 185  工具器具備品 478 429 49 工具器具備品 665 555 110  

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 141 79 62  ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 106 72 33 ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 104 59 44  

合  計 875 627 247  合  計 585 502 82 合  計 769 615 154  

 

     

 

    

 

     

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

         

１年内 164 百万円  １年内 60 百万円 １年内 109 百万円  

１年超 83 百万円  １年超 22 百万円 １年超 44 百万円  

合  計 247 百万円   合 計 82 百万円 合  計 154 百万円  

 

 

 

  

   

 

    

  なお、取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によってお

ります。 

 

 同  左   なお、取得価額相当額及び未経過リ

ース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 116百万円   支払リース料 70百万円  支払リース料 210百万円  

 減価償却費相当額 116百万円   減価償却費相当額 70百万円  減価償却費相当額 210百万円  

 

    

 

   

 

    

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 同  左  同  左 

2. オペレーティングリース取引 2. オペレーティングリース取引 2. オペレーティングリース取引 

① 末経過リース料 ① 末経過リース料 ① 末経過リース料 

 1年内 2 百万円   1年内 0 百万円 1年内 1 百万円  

 1年超 0 百万円   1年超 ― 百万円 1年超 0 百万円  

 

 合 計 3 百万円  

 

 合 計 0 百万円

 

 合 計 1 百万円  

 

（有価証券関係） 
前中間会計期間末（平成16年6月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

 

当中間会計期間末（平成17年6月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

 

前事業年度末（平成16年12月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 




